別記教第３号様式
山口県ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金交付申請・請求書
                                                         　　　　 年　 　月　 　日

     山口県知事　様

                                                         申請者の氏名        　　       　　
  自立支援教育訓練給付金の交付を受けたいので、下記により 申請・請求します。

	①　氏　名

（個人番号）
	 ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日


	年 　 月    日生

（　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	
	

	② 住　所・

電話番号
	 （〒　　　　-      　　　　）                                                        

                             
	電話（           ）

－

	③教育訓練施設の名称
	

	④教育訓練講座の名称
	

	⑤教育訓練の期間
	 　 　　　　 年　　 月　 　日 ～ 　　　　   年　  　月　   日

  　  （受　講　開　始　日）

	⑥所 要 費 用
	 入学料            円、受講料              円  合計額               円

	⑦雇用保険法による一般教育訓練給付金の受給額
	 　　　　　　　　　円　
	

	⑧申請者と生計を一にする子の氏名等
	フリガナ
	
	生年月日


	
	年 　 月    日生

（　　　　歳）


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	個人番号
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	住所（別居の場合）

	
	申請者の地方税法上の扶養親族に該当　　する・しない

	⑨児童扶養手当の受給

の証明


	 上記申請者は、児童扶養手当を受給していることを証明する。

                   （担当者氏名）       　　　　　　　　　　　　　

	⑩所得の額
	 前年（１月から７月までの間に 申請する場合は前々年）の所得額 　　　　　　

 　                   円
	⑪養育費の

  額


	                円

  （養育費の額）

   ×８割　＝            円


（注）

１　交付申請・請求期間は、受講修了日（専門実践教育訓練給付金の支給を受けることができる受給資格者については、専門実践教育訓練給付金の支給額が確定した日）から起算して３０日以内です。

２「⑤受講開始日」は、次によります。

       通学制 ： 対象教育訓練の所定開講日（本人の出席第一日とは限らない。）

       通信制 ： 受講申込み後はじめて教育訓練施設が教材等を発送した日
３「⑧申請者と生計を一にする子の氏名等」欄は、次の要件に該当し、かつ、生計を一にする子がいる場合に記載してください。
(1) 現に扶養する20歳未満の児童との関係が、母又は父ではない。
（2）婚姻（※）によらないで母又は父となり、現に婚姻（※）をしていない。（（※）民法（明治29　　　 年法律第89号）上の婚姻をいう。）

４「⑨児童扶養手当の受給の証明」欄は、児童扶養手当を受給している方については、県において確認の上、記名します。その場合、児童扶養手当証書の写しを添付する必要はありません。また、「⑨所得の額」欄及び「⑩養育費の額」欄の記入の必要もありません。

５「⑪養育費の額」欄は、児童扶養手当を受給していない方が、養育費の申告書に基づき記載してください。
※　この申請・請求書に、次の書類を添付して提出してください。

・　母子家庭の母又は父子家庭の父及びその児童の戸籍謄本又は抄本及び世帯全員の住民票の写し(１か　 月以内交付のもの）

・　母子家庭の母又は父子家庭の父に係る児童扶養手当証書の写し（当該母子家庭の母又は父子家庭の父が児童扶養手当受給者の場合。ただし、８月から10月までの間に申請する場合を除く。）又は当該母子家庭の母又は父子家庭の父の前年（１月から７月までの間に申請する場合は、前々年。）の所得の額並びに扶養親族等の有無及び数並びに所得税法に規定する70歳以上の同一生計配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数についての市町村長（特別区の区長を含む。）の証明書（所得税法（昭和40年法律第33号）に規定する控除対象扶養親族（19歳未満の者に限る）がある方については、当該控除対象扶養親族の数を明らかにすることができる書類（別記教第１号の1様式「16歳以上19歳未満の控除対象扶養親族に関する申立書」）及び当該控除対象扶養親族の前年の所得の額についての市町村長の証明書を含む。）及び養育費に関する申告書
・　 受講対象講座指定通知書                 
・　 教育訓練修了証明書

・　 教育訓練経費に係る領収書             

・　 教育訓練給付金が支給されている場合は、「教育訓練給付金　支給・不支給決定通知書」 
 ・　 口座振替申出書
